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客室乗務員の疲労リスク管理について 

 パイロットの疲労リスク管理については、2022 年から疲労を考慮した新乗務割基準に移行

しました。航空局発行の通達「安全管理システムの構築に係る一般指針」では、客室乗務員の

疲労リスク管理について言及されていますが、具体的な数字による勤務時間や休憩時間の設定

には至っていません。運航全体の安全を考える上で、客室乗務員の疲労リスク管理も重要な要

素です。 

1．客室乗務員の疲労リスク管理の現状                                                  

 「安全管理システムの構築に係る一般指針」では安全管理

のために収集する安全情報に関連した客室乗務員の疲労に

ついての情報を含めることや客室乗務員の疲労リスクに係

る内容を安全管理の教育に含めること、経営、乗務割担当者

など、関連するすべての職員に定期的に教育を行うことなど

が言及されています。 
 「運航規程審査要領細則」は 2020 年に改訂され、同年 10 
月から疲労リスク管理が導入されました。同細則では、疲労

により乗務に支障あると自覚した場合、乗務してはならない

ことや事業者は、客室乗務員の疲労が乗務に支障を及ぼすと

認められる場合は乗務させてはならないことが言及されて

います。しかし、現場では各自の自助努力に頼っているのみ

という声をよく聞きます。 

航空局の動き 
 2021 年以降客室乗務員の疲労管理に関する調査を外部に委託 
 2024 年「検討資料の収集」 
 2025 年「検討会設置」 → 基準を作成 

2．疲労リスク管理の課題                                   

 一部の新聞やその他のメディアでも取り上げられましたが、航空会社によっては、1 日の勤

務で 4 レグの国内線の乗務や連続 6 日間勤務、1 泊 4 日の国際線などの過酷な勤務や複数の在

職 CA の死亡などが問題となっています。また、通常の乗務以外にも便間で機内清掃をする会

社もあります。地上での便間は休憩時間と見なされがちです。また、労働基準法施行規則第 32
条 2 項では、実質的に休憩に相当する時間があれば、34 条でいう、飛行機を離れられる自由

な休憩時間を与えることが免除されています 
 しかし、実際には旅客の降機、搭乗案内や次便の準備、セキュリティーチェックなどをする

ため、便間に休憩時間どころか食事をする時間の確保も難しい状況です。客室乗務員の一番大

事な役割は保安業務です。疲労リスクが適切に管理されていない状況で保安業務を正確に遂行 



 

 
できるのでしょうか。本年 1 月 2 日に発生した事例のようなケースでは、特に疲労していない

客室乗務員が必要になります。 
 休憩時間に関しては、客室乗務員が法律で定められた休憩時間の付与を求めて会社を相手に

訴訟を起こしたケースもあります。 

3．欧米はじめ諸外国との比較                                 

 欧米の航空会社では、時

差のある乗務後の休日数

やスケジュール作成等疲

労リスク管理に関わる部

分だけでなく、評価制度な

ど様々な面で違いが見ら

れます。その結果、個人の

ライフスタイルと仕事の

バランスをとることがで

き、長く働くことができる

ようになっています。 
 また、客室乗務員の国家

ライセンス化も国際的に

主流になっています。アメ

リカ、EU 諸国、南米の全

ての国、エジプト、トルコ、

タイ、中国、モンゴルなど

では国家ライセンス化されています。パイロット、整備士、運航管理者のように国家ライセン

ス化することでより疲労リスクを管理できるようになります。 
 
また、EU では科学的調査研究が行われ、EU 規定では以下のように言及されています。 

 客室乗務員に適用される乗務・休養に関するルールは、パイロットと同様であるべきである。 
 そのうえで更に客室乗務員は感情労働、傾斜・揺れ・低湿度・低気圧・衆人環視の中での

立ち仕事が加わる。 
 客室乗務員の勤務は、パイロットに比べてかなりの肉体活動を伴い、勤務時間終了時の CA

の疲労レベルは運航乗務員よりさらに高レベルになる。 
 客室乗務員特有の業務負荷がワークロードの要因として考えられる必要がある。 

4．最後に                                                                                   

 客室乗務員の疲労リスク管理をパイロットと同様に行うことは世界的な流れになっていま

す。また、航空業界以外でも宅配業者や郵便局などの公共性の高い業界においても昼休みなど

の休憩時間を適切にとることが広まりつつあります。 
2025 年に設置される検討会では、現場の客室乗務員の意見も反映され、疲労リスクが正確

に管理される基準ができるよう日乗連 HUPER 委員会でも注目していきます。 
以 上 


